
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１３９０１

基盤研究(A)

2013～2010

中国、ベトナム、ロシアおよび中央アジア諸国の裁判統制制度に関する比較総合研究

Comparative Research on the System of Control over Justice in China, Vietnam, Russia
 and Central Asian Countries

８０１１５５８４研究者番号：

杉浦　一孝（SUGIURA, KAZUTAKA）

名古屋大学・法学（政治学）研究科（研究院）・名誉教授

研究期間：

２２２４３００２

平成 年 月 日現在２６   ５ １８

円    16,400,000 、（間接経費） 円     4,920,000

研究成果の概要（和文）：　本研究の課題は、中国、ベトナム、ロシアおよび中央アジア諸国の裁判統制制度を歴史的
に分析し、その結果を比較することであった。われわれは、裁判統制を、国または支配政党が特定の政策を実現するた
め、直接であれ、間接的であれ、裁判を統制しようとする国の立法機関、行政機関または司法機関の担い手や支配政党
の有力者の活動ととらえ、その制度として、裁判官の人事制度、監督審制度、最高裁判所の法令適用指針制度、裁判所
の予算制度および裁判統制のその他の制度を取り上げ、これらの制度が裁判統制の手段として機能していることを明ら
かにした。

研究成果の概要（英文）： The subject of this research was analyzing historically the system of control ove
r justice in China, Vietnam, Russia and the countries in Central Asia, and comparing the result. We consid
ered control over justice as actions of persons who bear the legislature, the executive or the judiciary o
f the State, and influential persons in the ruling party to control the judiciary, directly or indirectly,
 in order to implement certain specific policies of the State or the ruling party. We took up personnel ma
tters regarding judges, supervisory review system, Supreme Court guidelines on application of laws, court 
budget and other systems related to control over justice as the system of control over justice, and showed
 clearly that these systems were functioning as a channel of control over justice.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（1）本研究は、学術的には、2007 年 6 月の
比較法学会の社会主義法・アジア法部会での
ミニ・シンポジウム「現存（旧）社会主義国
における『裁判統制制度』の改革についての
比較検討」の研究成果を発展させるものであ
った。研究代表者・杉浦一孝は、このシンポ
ジウムのコーディネーターを務め、連携研究
者の何人かは、報告を担当した。ミニ・シン
ポジウムでは、裁判統制制度として、各国の
監督審制度と最高裁判所の法令適用指針制
度の二つが取り上げられた。 
 
（2）前者の監督審制度は、非常救済制度で
ある再審制度の一つであり、これまで社会主
義国の裁判制度に特徴的なものとして把握
されてきた。例えば、ソ連時代には、この制
度は、確定裁判の再審の一つの形態であり、
その目的・任務は、「裁判所の判決または決
定が違法で不当であるときは、一つといえど
も、それに効力をもたせない」ことにあると
され、ソ連最高裁判所長官およびソ連検事総
長をはじめとする上級裁判所および上級検
察庁の各長などに監督審への再審の申立権
があたえられていた（ペ・イ・クドゥリャフ
ツェフ編集『法律学辞典』第 1巻（モスクワ、
1956 年）605 頁）。この申立権は、訴訟当事
者の知らないところで行使され、この点にも、
監督審制度の裁判統制制度としての性格が
あらわれていた。この監督審制度は、社会主
義国を自認する中国やベトナムに存続する
ことはいうまでもなく、訴訟当事者の権利お
よび法益の保護を重視した訴訟法の改正に
より一部変更されながらも、ロシアなどにも
基本的に引き継がれている。 
 
（3）後者の法令適用指針制度は、最高裁判
所が問題領域ごとに裁判実務を検討し、決定
により当該領域の法令の適用の問題につい
て下級裁判所に説明をあたえるものであり、
これも、社会主義国の裁判制度に共通にみら
れる制度であった。審級制度よりも、むしろ
この制度により下級裁判所に対する指導を
とおして裁判の統一を確保することが図ら
れてきたのである。裁判統制の重要な手段の
一つであるこの最高裁判所の法令適用指針
制度は、ソ連解体後も、ロシア、中央アジア
諸国などに引き継がれており、中国およびベ
トナムにも、もちろん、同様な制度が維持さ
れている。 
 
（4）比較法学会のミニ・シンポジウムでは、
中国、ベトナム、ロシアおよびウズベキスタ
ンの計4カ国のそれら二つの制度を比較検討
したが、それは、各国の現行のそれらの制度
の内容を正確に押さえ、論点を整理するだけ
にとどまり、本格的な比較研究の前提となる
各国のそれぞれの制度の淵源、その確立の歴
史的背景、その運用実態と改革の課題などを
明らかにすることは、今後の検討課題として

残されることになった。したがって、国内に
は、このような比較の視点から、現存社会主
義国および旧社会主義国の裁判統制制度と
しての監督審制度と最高裁判所の法令適用
指針制度を歴史的に分析した研究成果はま
だなく、国外についても、同じような研究状
況であった。本研究を開始したのは、まさに
以上の理由からであった。 
  
２．研究の目的 
（1）前世紀末のユーラシア大陸における社
会主義体制の崩壊は、それまで社会主義国に
固有な法制度として考えられていたものを
すべて過去のものとして押し流したわけで
はない。その中には、上記の監督審制度およ
び最高裁判所の法令適用指針制度を含む裁
判統制制度がある。これは、とくに市場経済
の発展および民主化の要求にともなって強
まってきた「裁判の予見可能性および透明性
の確保」という要請とは相容れない制度であ
る。 
 
（2）本研究の目的は、社会主義体制を脱し
て資本主義社会への道を歩んでいるロシア、
中央アジア諸国などの体制移行国の裁判統
制制度およびその改革の到達点と、市場原理
を導入しながら、今なお一党支配体制を堅持
している中国およびベトナムの現存社会主
義国のそれらを比較検討し、各国の裁判統制
制度の特質と今後のその改革の行方を明ら
かにすることであった。 
 
（3）本研究は、前世紀末から名古屋大学大
学院法学研究科および名古屋大学法政国際
教育協力研究センターが機関として進めて
いる法整備支援事業の一環として、アジアの
体制移行国における司法改革事業に対する
国際協力を推進する上で、必要不可欠な基礎
研究としての意味ももっていた。 
 
３．研究の方法 
（1）本研究では、既成の理論的枠組みにと
らわれず、現存社会主義国および旧社会主義
国の裁判統制制度の確立、展開および改革動
向の実証的分析を重視し、その分析結果の比
較検討にもとづいて、ロシア、中央アジア諸
国（ウズベキスタンとカザフスタン）、中国
およびベトナムの裁判統制制度の特質を明
らかにするというアプローチを取った。この
ようなアプローチを取ることにより、はじめ
てそれらの国の裁判統制の各制度の存在根
拠を内在的に問うことができると考えたか
らである。 
 
（2）本研究の目的を果すためには、文献資
料を収集・分析するだけでなく、研究対象国
の最高裁判所、司法省、最高検察庁などで、
事前に作成した調査項目について調査を実
施し、その結果を分析するとともに、この調
査で協力を得た当該国の法学者・法律実務家



との共同研究が必要であった。上記の研究対
象国 5カ国は、一般的に言えば、以前と比べ
ると、情報をオープンにしてきてはいるが、
欧米諸国の研究資料の収集と比較すると、こ
の5カ国のそれにはかなりの困難がともなう。
とくに本研究の研究課題に関する研究資料
には、ヒアリングを含む現地調査によらなけ
れば入手することができないものが多い。そ
のため、本研究では、これまで以上に、当該
国の法学者・法律実務家の協力のもとで現地
調査を実施し、彼らと共同研究を行うことが
不可欠だと考え、これを可能な限り追求した。 
 
４．研究成果 
（1）本研究では、裁判統制を、国または支
配政党が特定の政策を実現するため、直接的
であれ、間接的であれ、裁判を統制しようと
する国の立法機関、行政機関または司法機関
の担い手や支配政党の有力者の活動と定義
したが、国によって、同じ活動が違憲・違法
とされたり、反対に、合憲・合法とされたり
する。また、裁判統制は、社会主義国だけで
はなく、資本主義国にも見られる現象である。
中東欧諸国の社会主義体制が崩壊し、ソ連が
解体して 20 年余りが経過した今日、権力分
立の原則を統治機構の編成原理とし、司法権
の独立の原則を承認する国では、裁判統制と
いう言葉が公然と語られることはない。しか
し、上記のような意味での裁判統制がなくな
ったわけではなく、例えば、審級制度がその
ような裁判統制としての機能を果たすこと
もあり得るのである。当該国の最高裁判所に
よる一種の裁判統制である。他方、社会主義
国では、社会主義社会の実現のため、これま
で統治の道具としての裁判に対する統制が
公然と主張されてきた。今も社会主義を標榜
する国では、裁判統制が行われている。 
 
（2）社会体制の違いを問わず、裁判統制を
その主体によって類型化すれば、次のように
なる。 
①支配政党（その時点での多数派の指導的中
核部分）による裁判統制 
②国家権力の政治部門（議会の多数派、政府
機関）による裁判統制：これは、権力分立お
よび司法権の独立の原則を採用する国では、
それらの原則に抵触するすることになり、さ
らに裁判に対する検察官の一般監督を認め
る国では、裁判官の独立の原則との理論的緊
張関係に陥ることになる。 
③国家権力の裁判部門（最高裁判所（の多数
派）、下級裁判所の長）による裁判統制：こ
れは、裁判官の独立を憲法上の原則として承
認する国では、その原則に抵触することにな
る。 
この類型化は、あくまでも便宜的な分析枠
組であり、支配政党と国家機関とが癒着して
いる一党支配体制の国（例えば、中国）では、
場合によっては、支配政党による裁判統制の
側面が全面に押し出されてくる場面があら

われることもある。本研究では、研究対象国
ごとに、これら類型化した各裁判統制の諸制
度を歴史的に検討し、その結果を比較するこ
とにより、本研究の目的を追求した。 
 
（3）本研究では、次の諸制度が裁判統制の
制度としてとくに重要であると考えて、それ
らの検討を行い、裁判統制の機能を果してい
ることを明らかにした。 
①裁判官の人事制度：社会主義国の裁判所の
構成の領域で裁判統制の機能を果たすのは、
制度的には、選挙制であれ、任命制であれ、
一党支配体制のもとで支配政党が事実上掌
握している裁判官の人事権である。ノメンク
ラトゥーラ制度にもとづく旧ソ連共産党に
よる裁判官の人事権の掌握がその典型であ
る。ソ連解体後、脱社会主義化の道を歩みな
がらも、大統領中心の権威主義的な政治体制
を取っている中央アジア諸国（ウズベキスタ
ンおよびカザフスタン）やロシアでは、大統
領が制度上裁判官の人事権を掌握し、それが
裁判統制としての機能を果している。 
②監督審制度：これは、客観的な真実の究明
をもっとも重要な目的とする実体的真実主
義という考え方にもとづく訴訟制度である
が、「客観的な真実」を口実に裁判統制の制
度として使われてきた。社会主義国を自認す
る中国やベトナムにこの制度が存続するこ
とは言うまでもなく、ロシアなどにも、訴訟
当事者の権利および法益の保護を重視した
訴訟法の改正により一部変更されながらも、
基本的に引き継がれている。それは、裁判官
の質の悪さに起因する誤判の多さに対応す
るための有効な手段であるとして正当化さ
れている。しかし、この制度は、際限のない
確定裁判の見直しをもたらし、法的安定性の
原則を害するため、ロシアも加盟しているヨ
ーロッパ評議会・ヨーロッパ人権裁判所等か
ら抜本的な改革が求められている。 
③最高裁判所の法令適用指針制度：ロシアの
場合、これは、帝政ロシア時代の元老院（19
世紀以後は、おもに最高裁判所としての役割
を果たす。）による法律解釈指針の制度にそ
の淵源が求められ、ソ連時代に再現されたも
のである。これが社会主義国の中国やベトナ
ムの裁判制度に今なお見られ、中国の場合、
法令の適用に関する最高裁判所の説明には
法的拘束力（法源性）が認められている。こ
の制度は、ソ連解体後のロシアや中央アジア
諸国にも引き継がれ、裁判統制の重要な手段
の一つとして機能しているが、ロシアなどの
場合、裁判官の独立が憲法上の原則とされて
いるため（憲法および法律にのみしたがうこ
とが裁判官には求められている。）、最高裁判
所のその説明を法源として認めるかどうか
をめぐって激しい論争が展開されている。 
④裁判所の予算制度：ロシアや中央アジア諸
国の場合、裁判所の経費は、国の歳出予算に
よって賄われることになっている（例えば、
1993 年ロシア憲法第 124 条）が、政府が予算



案編成をし、議会がそれを承認することにな
っているため、場合によっては、その仕組が
裁判統制としての機能を果たすこともあり
得る。また裁判所の歳出予算が足らないため、
裁判所の経費の一部を地方の権力機関に頼
らざるを得ない現実もあり、それが裁判統制
をもたらすことにもなっている。他方、中国
の場合は、裁判所の経費が、国の歳出予算だ
けでなく、省等の歳出予算によっても賄われ
ているため、それが「地方政府」による裁判
統制の手段として機能することがある。 
⑤裁判統制のその他の制度：裁判統制のその
他の制度として、例えば、中国には、具体的
な事件を担当している法廷ではなく、当該裁
判所内部に常設されている裁判委員会（中国
共産党員である当該裁判所の長、次長等から
構成されている。）が裁判について最終決定
をする制度、上級裁判所に対し下級裁判所が
具体的な事件の実体的判断等を求め、その回
答にしたがって裁判をする制度などが公式
に存在している。後者については、ソ連時代
に類似の「区域担当制度（ゾーン・システム）」
があったが、現在、ロシアには、地域によっ
て非公式の制度として一部存続している。ロ
シアや中央アジア諸国では、裁判所の長によ
る裁判官への事件配分の制度も、裁判統制の
手段として機能することがある。さらに、中
国やベトナムはもちろんのこと、ロシアおよ
び中央アジア諸国にも、社会主義時代から基
本的に引き継いでいる裁判に対する検察庁
の一般監督という制度があり、これも、裁判
統制の制度として機能している。 
 
（4）本研究により、中国、ベトナム、ロシ
アおよび中央アジア諸国（ウズベキスタンお
よびカザフスタン）の裁判統制制度の共通な
側面と独自な側面が明らかになったが、いず
れの国も、今なお司法制度改革の途上にある。
今日、経済領域のみならず、法領域において
もグローバル・スタンダードの確立が求めら
れる一方、長い歴史の中で培われてきたそれ
ぞれの国の価値ある多様な法文化の維持・発
展も求められている。このような中で、司法
界における腐敗現象の根絶だけでなく、裁判
統制制度のさらなる改革にとっても緊要な
課題となるのは、裁判制度の担い手である法
律専門家としての裁判官の育成とその裁判
官層の形成である。その意味では、それぞれ
の国の現行の裁判統制制度は、過渡的なもの
であり、法律専門家としての裁判官層が形成
された段階では、不要なものとなろう。今後、
本研究で得られた知見が、法整備支援事業の
一環であるアジアの社会主義国・体制移行国
における司法改革事業への国際協力の推進
に資するものとなることを期待する。 
 なお、2014 年度中に本研究のまとめを名古
屋大学法政論集で公表する予定である。 
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